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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第59期第３四半期連結累計期間及び第59期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第58期

第３四半期連結
累計期間 

第59期
第３四半期連結

累計期間 

第58期
第３四半期連結

会計期間 

第59期 
第３四半期連結 

会計期間 
第58期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  21,777,736  12,743,240  6,014,026  4,132,487  26,167,969

経常利益（千円）  701,638  118,504  85,779  74,839  688,196

四半期（当期）純利益（千円）  318,295  26,145  32,517  35,103  176,441

純資産額（千円） － －  13,631,337  13,335,449  13,494,238

総資産額（千円） － －  18,461,738  16,993,948  17,376,819

１株当たり純資産額（円） － －  1,345.28  1,314.68  1,331.06

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 31.47  2.59  3.22  3.47  17.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 31.46 －  3.22 －  17.44

自己資本比率（％） － －  73.7  78.2  77.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 19,236  1,329,992 － －  1,912,285

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △10,511  △889,238 － －  △31,584

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △285,284  △265,775 － －  △284,281

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  2,954,180  4,942,734  4,769,144

従業員数（人） － －  374  353  368
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員で、正社員・契約社員の人数であります。 

   

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員（社外から当社への出向を含む）で、正社員・契約社員の人数であります。 

２．従業員には、連結子会社への出向者（26名）は含んでおりません。 

   

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 353   

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 298   
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(1)仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、実際仕入額によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

(2)受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．商品販売時に付随する技術サービスに関して、受注高はシステム機器事業で計上しておりますが、売上時に

カストマ・サービス事業に振り替えております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％）

システム機器事業（千円）  712,897  △38.1

デバイス事業（千円）  2,213,203  △37.3

カストマ・サービス事業（千円）  222,828  △33.0

合計（千円）  3,148,929  △37.2

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

（％）  
受注残高（千円） 

前年同四半期比
（％）  

システム機器事業  1,253,895  △10.1  958,860  3.5

 デバイス事業  2,798,440  △17.1  1,320,521  △17.7

 カストマ・サービス事業  276,972  2.2  371,673  1.0

 合計  4,329,309  △14.1  2,651,056  △8.6

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％）

システム機器事業（千円）  1,027,061  △34.7

デバイス事業（千円）  2,669,775  △31.4

カストマ・サービス事業（千円）  435,650  △20.7

合計（千円）  4,132,487  △31.3
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 （注）１．主要な業種別の販売実績額及び販売実績額計に対する割合は、次のとおりであります。 

  

２．システム機器事業の販売実績を商品の種類ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

３．デバイス事業の販売実績を商品の種類ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

４．金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

  

  

  

業種

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

電機機械製造業  3,612,977  60.1  2,270,711  54.9

流通業  1,563,042  26.0  1,228,850  29.7

サービス業  438,797  7.3  400,928  9.7

その他  399,207  6.6  231,997  5.7

計  6,014,026  100.0  4,132,487  100.0

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

セキュリティ商品類  856,815  △30.5

情報ネットワーク商品類  60,205  △52.4

メーリング商品類  101,190  △51.8

その他商品類  8,851  161.9

計  1,027,061  △34.7

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子商品類  1,833,154  △38.8

産機商品類  836,620  △6.9

計  2,669,775  △31.4

２【事業等のリスク】
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

    

 文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1)業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国経済の成長や各種経済対策の効果などから、輸出や生産を

中心に持ち直してきていますが、企業収益が低迷する下で、設備投資が減少し、雇用・所得環境も依然として厳しい

状況にあるなど、自律性に乏しい展開となっています。 

 当社グループの市場環境は引き続き競争激化の状況にありますが、「新規開拓」に主眼を据えた事業戦略の下、シ

ステム機器事業では、商品監視（万引き防止）システムの新規市場開拓や入店カウンターシステムなどとの複合販売

の強化、市場ニーズを捉えた新規商材の早期投入を図るとともに、オフィス・工場施設向け入退室管理システムの積

極展開を進めてまいりました。他方、デバイス事業においては、売上総利益率の高い産業機器分野向け半導体や住宅

設備機器市場向け機構部品など、付加価値提案を一層強化し、積極的な販売促進とともに収益性の向上を図ってまい

りました。 

 このような状況の中、当第３四半期連結会計期間の経営成績は、売上高では、引き続き小売業を中心とした企業の

設備投資が抑制されているほか、大手電機メーカー等でみられる生産の回復も、品目ごとのばらつきが大きく必ずし

も一本調子とはいかない中にあって、システム機器事業、デバイス事業、カストマ・サービス事業いずれも前年実績

を下回り、全体では前年同期比31.3％減の41億32百万円となりました。 

 損益につきましては、当社の技術力を活かした付加価値提案型の営業が奏功したことなどから、全体の売上総利益

率は19.8％から24.8％へ大幅に改善しました。また、昨年年初に立ち上げた特別プロジェクトの下で、役員・管理職

の給与カットや在庫の圧縮など、引き続き販売費及び一般管理費の削減にも注力したことなどから、営業利益は前年

同期比2.7倍の36百万円となりました。この間、経常利益は為替差益が大幅に減少したことから前年同期比12.8％減

の74百万円、四半期純利益は前年同期比8.0％増の35百万円となりました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（システム機器事業） 

 システム機器事業の売上高は前年同期比34.7％減の10億27百万円、営業利益は23百万円の損失となりました。 

 セキュリティ商品類は、代理店を通じた商品監視システムの販売が好調に推移したほか、重点的に取り組んでいる

新規顧客の開拓が徐々に功を奏しつつありますが、依然としてＧＭＳ（総合スーパーマーケット）など大手既存顧客

における設備投資抑制の影響が大きく、売上高は前年同期比30.5％減の８億56百万円となりました。 

 情報ネットワーク商品類は、システム更新の先送りなど企業の設備投資抑制の影響を受け、売上高は前年同期比

52.4％減の60百万円となりました。 

 メーリング商品類は、大手顧客へのメールインサーティングシステム（封入封緘機）の販売が一巡したことなどか

ら、前年同期比51.8％減の１億１百万円となりました。 

 その他の商品類は、将来に向けた育成事業として推進中の「ＲＦＩＤ図書館システム」などの拡販に注力したもの

の、当第３四半期連結会計期間においては主だった成果には結びつきませんでした。   

（デバイス事業） 

 デバイス事業の売上高は前年同期比31.4％減の26億69百万円となりましたが、電子商品類を中心とした売上総利益

率の改善及び販管費の削減効果により、営業利益は前年同期比45.7％増の１億40百万円となりました。 

 電子商品類は、携帯電話向け小型マイクなどの販売が好調に推移しましたが、ＨＤＤ（ハードディスク・ドライ

ブ）向けセンサーの販売が大幅に減少したことなどから、売上高は前年同期比38.8％減の18億33百万円となりまし

た。 

 産機商品類は、主力のＡＴＭ（現金自動預け払い機）向け機構部品の販売が回復基調にあるほか、鉄道車両向けド

アレールの販売が好調に推移しましたが、ＯＡ機器、オフィス家具向け機構部品の販売が大幅に減少したことなどか

ら、売上高は前年同期比6.9％減の８億36百万円となりました。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（カストマ・サービス事業） 

 カストマ・サービス事業は、システムの納入・設置案件の減少や保守契約の更新見送りなどの影響により、売上高

は前年同期比20.7％減の４億35百万円となりましたが、設置工事に係る施工管理の効率化や料金体系の見直しなど、

外注コストを中心に原価の低減に努めた結果、営業利益は前年同期比31.6％増の68百万円となりました。 

  

②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

 日本の売上高は前年同期比26.7％減の38億40百万円となりましたが、付加価値提案型の営業が奏功したことなどか

ら、営業利益は前年同期比28.5％増の１億84百万円となりました。 

（アジア） 

 アジアでの売上高は前年同期比62.4％減の２億91百円、営業利益は前年同期比94.4％減の0.1百万円となりまし

た。 

  

(2)財政状態及びキャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前四半期連結会計期間末と比べ１億36百万円減少し、169億93百

万円となりました。これは、商品及び製品が２億１百万円増加した一方で、現金及び預金が３億20百万円減少したこ

となどによるものです。他方、負債は、前四半期連結会計期間末と比べ22百万円減少し、36億58百万円となりまし

た。これは支払手形及び買掛金が１億28百万円増加した一方で、賞与引当金が１億29百万円減少したことなどによる

ものです。純資産は、133億35百万円となり、自己資本比率は78.2％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前四半期連結会計期間末と比べ３億20百万円減少

し、49億42百万円（前年同四半期末と比べ19億88百万円増加）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ２億43百万円増加

し、１億83百万円のマイナスとなりました。これは税金等調整前四半期純利益が72百万円となりましたが、仕入債務

の増加額１億44百万円があった一方で、たな卸資産の増加額２億４百万円、売上債権の増加額１億51百万円があった

ことなどによるものです。この結果、当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、13

億29百万円のプラスとなりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ66百万円増加し、

５百万円のマイナスとなりました。これは、有形固定資産の取得による支出によるものです。この結果、当第３四半

期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、８億89百万円のマイナスとなりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャシュ・フローは、前年同四半期と比べ24百万円増加し、１

億22百万円のマイナスとなりました。これは配当金の支払額１億21百万円によるものです。この結果、当第３四半期

連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、２億65百万円のマイナスとなりました。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

①基本方針の内容 

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益

の向上に努めていくものでなければならないと考えています。 

 当社グループは、独立系技術商社として、創業以来「創造」を事業活動の原点に据え、常に海外の先端技術・

商品を広く探求し、日本の市場に紹介してまいりました。また、創業から57年を通して、「テクノロジーをとお

してお客様のご満足を高め、技能と人間性を磨いて世界に通用する信頼を築き、力を合わせて豊かな未来を拓き

社会に貢献する」企業理念の実現に努めてまいりました。 

 このような企業理念に基づき、国内各業界の多くの有力企業をお客様とし、海外の有力先端メーカーとの信頼

関係、そして海外の先端技術・商品を扱う人材・技術サポート・情報・先端技術探求ネットワーク網などの当社

独自の事業ノウハウと快活な先取り精神の社風を築き、持続的な成長により企業価値を高めてまいりました。 

 当社取締役会は、経営支配権の異動を目的とした株式の大規模買付行為または提案であっても、企業価値ひい 
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ては株主共同の利益の向上に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、これを受け入れるかど

うかは、原則として、当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えています。そのために当社は、

大規模買付者及び当社取締役会の双方から当社株主の皆様への必要かつ十分な情報・意見・提案などの提供と、

それらを検討するための必要かつ十分な時間が確保される必要があることに加え、株主の皆様をはじめとするス

テークホルダーのために、当社取締役会による代替案が十分に検討できる機会・時間を確保し、かつ必要に応じ

て大規模買付者と交渉を行うこと等の当社取締役会の対応を可能とするため、一定の合理的・客観的な仕組みが

必要と考えています。 

  

②基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社グループは、独立系技術商社の強みを活かし、事業系列や資本系列に捉われることなく、自らの企業理念

に従い、市場ニーズを捉え、迅速かつ闊達に世界の先端商材・技術を日本の市場に紹介・提供することこそが当

社の有する優位的経営手法であり、収益と成長の維持拡大に欠かせないこと、ひいては企業価値及び株主共同の

利益の源泉と考えています。 

 現在、当社グループは「安全・安心・快適」、「ビジネスセキュリティ」を事業コンセプトに、事業構造及び

収益構造改革に取り組んでおります。また、昨今の経済情勢の悪化により、当社グループを取り巻く事業環境が

一段と厳しさを増す中、「厳しい環境下においても、企業の持続的成長と将来展望が可能な利益を確保し、将来

大きく飛躍するための基盤を整えること」を念頭に、「収益基盤の再構築」に総力を挙げて取り組んでおりま

す。 

 これにより、当社グループは競争力ある高収益体質と強固な財務体質の地歩を築き、企業価値ひいては株主共

同の利益向上に一層邁進してまいります。 

 また、当社グループは、企業市民として果たすべき「ＣＳＲ(企業の社会的責任)」を強く認識し、責任ある誠

実で透明な経営活動の継続的な実施を通して、あらゆるステークホルダーから信頼される経営を進め、企業価値

の向上に努めてまいります。 

  

③当社株式の大規模な買付行為に関する対応策(買収防衛策)の仕組み 

 当社は、平成19年11月６日開催の当社取締役会において、特定株主グループ(注１)の議決権割合(注２)を20％

以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる当社株式等の買付行為(いずれも、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。本対応策におい

て、このような買付行為を「大規模買付行為」、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。)に対

する対応策(以下、「本プラン」といいます。)の導入を決議し、平成20年６月26日開催の当社第57回定時株主総

会において、その継続を株主の皆様にご承認いただいております。その概要は以下のとおりです。 

(a) 大規模買付ルールの設定 

 大規模買付者が、大規模買付行為を行うに際しては、大規模買付者の概要や大規模買付行為の目的及び内容

等に関する情報、大規模買付ルールに従うことを誓約する旨の「意向表明書」等を当社取締役会宛に提出して

いただきます。 

(b) 当社取締役会の評価・検討 

 当社取締役会は、大規模買付者からの大規模買付情報の提供が完了した後、一定の期間(以下「取締役会評価

期間」といいます。)を設け、当該情報の評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案に当たります。 

 従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締役会評価期間

中、当社取締役会は、取締役会から独立した組織として設置された独立委員会に諮問し、かつ外部専門家等の

助言を受けながら、提供された大規模買付情報を十分に評価・検討し、独立委員会の勧告を最大限尊重した上

で、取締役会としての意見をとりまとめ開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買

付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもありま

す。 

(c) 大規模買付行為がなされた場合の対応 

 当社取締役会が、大規模買付行為の内容を評価・検討し、大規模買付者との協議・交渉の結果、大規模買付

行為が以下のような要件に該当し、一定の措置をとることが相当であると判断した場合には、取締役会評価期

間の開始又は終了の如何を問わず、新株予約権無償割当て等、会社法その他法令及び当社定款が取締役会の権

限として認める対抗措置をとることがあります。 

(イ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

(ロ) 大規模買付者が企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような買収行為を行う場合 

(ハ) 強圧的二段階買収など株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある買収行為を行う場合 

(ニ) 大規模買付者による支配権取得により、ステークホルダーの利益が損なわれ、それによって長期的に企業

価値ひいては株主共同の利益が毀損される場合 
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(ホ) 買付けの条件が当社の本源的価値に鑑み不十分又は不適当な買付けである場合 

④本プランの客観的合理性 

 大規模買付ルールが本プランに沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維

持を目的とするものではないこと及びその理由として、以下のことが言えます。 

(a) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

 本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則)を完全に充足しています。 

(b) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって採用されていること 

 本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、或いは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上さ

せるという目的をもって採用されているものです。 

(c) 株主意思を重視するものであること 

 本プランは、当社株主総会における承認可決の決議により継続されたものです。また、本プランの有効期限

(平成20年６月26日開催の第57回定時株主総会終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結時まで)の満了前であっても、当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、本ルールはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの消長には、株主の皆様

のご意向が反映されることとなっております。 

(d) 独立した委員会の判断の重視と情報開示 

 当社は、本プランの採用にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために大規模買付ル

ールの発動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。 

 独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外取締役、社外監査役、経営経験豊富な

企業経営者、弁護士、公認会計士等のいずれかに該当する委員３名以上により構成されます。 

 当社株式に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規則に従い、大規模買付行為が当

社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限

尊重して会社法上の機関としての決議を行うこととします。 

 このように、独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に大規模買付ルールの発動等の運用を行うことの

ないよう、厳しく監視するとともに、同委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとさ

れており、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように大規模買付ルールの透明な運営が行われる仕組みが

確保されています。 

(e) 合理的な客観的発動要件の設定 

 大規模買付ルールは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように

設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

(f) 第三者専門家の意見の取得 

 大規模買付者が出現すると、独立委員会は、独立した第三者(財務アドバイザー・公認会計士・弁護士・コン

サルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができることとされています。これにより、独立委

員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。 

(g) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

 本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものと

されており、当社の株式等を大量に買付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成され

る取締役会により、本プランを廃止することが可能です。 

 従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻

止できない買収防衛策)ではありません。 

 また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策(取締役会の

構成員の交換を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもありま

せん。 

 (注１)特定株主グループとは、①当社の株式等(金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。)の保有者(同法第27

条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者に含まれる者を含みます。)及びその共同保有者(同法第27条

の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。)、又は②当社の株式等

(同法第27条の2第1項に規定する株券等をいいます。)の買付け等(同法第27条の2第1項に規定する買付け等をいい、取引所有価

証券市場において行われるものを含みます。)を行う者及びその特別関係者(同法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいい

ます。)を意味します。 
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 (注２)議決権割合とは、①特定株主グループが、注１の①の記載に該当する場合は、当社の株式等の保有者の株式等保有割合(金融商

品取引法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株式等

の数(同項に規定する保有株券等の数をいいます。)も計算上考慮されるものとします。)、又は②特定株主グループが、注１の

②の記載に該当する場合は、当社の株式等の買付け等を行う者及びその特別関係者の株式等所有割合(同法第27条の2第8項に規

定する株券等所有割合をいいます。)の合計をいいます。議決権割合の算出に当たっては、総議決権(同法第27条の2第8項に規

定するものをいいます。)及び発行済株式の総数(同法第27条の23第4項に規定するものをいいます。)は、有価証券報告書、四

半期報告書及び自己株式買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。  

  

(4)研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における研究開発費は、16百万円（売上高比0.4％）であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

  

(5)経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループの事業運営は、特定分野や特定の大口顧客、また特定のサプライヤーに大きく依存しているのが実情

です。従って、そうした特定分野や大口顧客の市況・業況や、大口サプライヤーとのパートナーシップ如何によって

は、当社の業績に大きな影響が及ぶ可能性があります。 

  

(6)戦略的現状と見通し 

 当社を取り巻く事業環境をみると、先行きの経済情勢が不透明なこともあって、主要顧客である小売業など多くの

企業において設備投資抑制の動きが続くなど、依然として厳しい状況にあります。 

 こうした状況の下、当社は平成22年３月期を「将来の飛躍的成長へ向けた基盤づくり」の一年と位置づけ、「収益

基盤の再構築」を主眼に、新商品・新規事業の発掘及び立上げ、徹底的なコスト削減・業務効率の改善といった施策

を実施してまいります。 

 なお、上述の通り、厳しい環境下ではありますが、各事業の具体的な戦略として、システム機器事業では、商品監

視（万引き防止）システムの新規市場開拓や入店カウンターシステムなどとの複合販売の強化、市場ニーズを捉えた

新規商材の早期投入を図るとともに、オフィス・工場施設向け入退室管理システムの積極展開を進めてまいります。

他方、デバイス事業においては、売上総利益率の高い産業機器分野向け半導体や住宅設備機器市場向け機構部品な

ど、付加価値提案を一層強化し、積極的な販売促進とともに収益性の向上を図ってまいります。 

  

(7)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの当第３四半期連結会計期間における資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等

調整前四半期純利益が72百万円となり、主な増加要因として、仕入債務の増加１億44百万円などがあり、主な減少要

因として、たな卸資産の増加２億４百万円、売上債権の増加１億51百万円などがありました。その結果、１億83百万

円のマイナスとなりました。投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出等により５百

万円のマイナスとなりました。財務活動によるキャッシュ・フローでは、配当金の支払いにより１億22百万円のマイ

ナスとなりました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前四半期連結会計期間末と比

べ３億20百万円の減少し49億42百万円となりました。たな卸資産の増加などによる運転資金の需要増については手元

流動資金（現預金）で賄っております。 

 商社活動の中では、一時的にまとまった運転資金が必要となる場合がありますが、現在の資金残高は、当面の事業

活動を考慮しても、流動性が確保できております。 

  

(8)経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループは、金融・製造・情報通信・小売業の幅広い業界を市場としておりますが、いずれの業界も変化の早

い市場環境にあり、常に厳しい企業間競争に直面しております。そこで、当社グループでは、お客様にご満足いただ

ける事業活動のさらなる追求により事業競争力を強化し、「ハイ・パフォーマンス」経営を実現するため、「ビジネ

スセキュリティ」を事業コンセプトに事業分野を絞り、経営力を集中させております。こうした基本姿勢のもと、当

社グループでは、現在の中期経営計画において、平成23年３月期の業績目標(売上高500億円、売上高経常利益率10パ

ーセント以上、自己資本利益率(ＲＯＥ)15％以上)を掲げておりましたが、昨今の経済情勢の急激な変化を踏まえる

とその実現は困難であると判断し、その到達年度を先送り致しております。当社では今後、経済情勢や当社を取り巻

く経営環境の変化などを見極めつつ、「中期経営計画」を練り直してまいる所存です。 
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(1)主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。   

  

(2)設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

第３【設備の状況】

2010/02/13 13:54:4009619203_第３四半期報告書_20100213135421

- 11 -



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）提出日現在発行数には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。  

  

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。 

平成17年６月28日定時株主総会決議 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  36,000,000

計  36,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年2月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  10,140,300  10,140,300
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数は100株

であります。 

計  10,140,300  10,140,300 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）  37

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  55,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,108

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日～ 

平成22年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格         

資本組入額         

1,108

554

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないこととする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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会社法第361条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成19年６月26日定時株主総会決議  

（注）組織再編に際して定める契約書または計画書等に再編対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該

再編比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

 ①合併（当社が消滅する場合に限る。） 

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

②吸収分割 

吸収分割をする株式会社がその事業に関して権利義務の全部または一部を継承する株式会社 

③新設分割 

新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤株式移転 

株式移転により設立する株式会社  

  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）  34

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  51,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,722

新株予約権の行使期間 
平成21年７月１日～ 

平成24年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格         

資本組入額         

1,722

861

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の一部行使はできないこととする。 

 新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分

は認めないものとする。 

 新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を継

承し、行使することができる。また、新株予約権者が当社

取締役及び監査役の地位を有さなくなった場合にも新株予

約権を行使することができる。ただし、いずれの場合も新

株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株予

約権の数及び権利行使期間等について制限がなされ、また

は新株予約権を当社に返還すべきこととなることがある。

 上記の他、各対象者から当社への新株予約権返還事由、

新株予約権の行使の制限その他に関しては、当社と新株予

約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注） 
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成19年６月26日定時株主総会決議  

（注）組織再編に際して定める契約書または計画書等に再編対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該

再編比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

 ①合併（当社が消滅する場合に限る。） 

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

②吸収分割 

吸収分割をする株式会社がその事業に関して権利義務の全部または一部を継承する株式会社 

③新設分割 

新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤株式移転 

株式移転により設立する株式会社     

  

  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）  78

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  117,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,722

新株予約権の行使期間 
平成21年７月１日～ 

平成24年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格          

資本組入額         

1,722

861

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の一部行使はできないこととする。 

 新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分

は認めないものとする。 

 新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を継

承し、行使することができる。また、新株予約権者が当社

執行役員及び使用人の地位を有さなくなった場合にも新株

予約権を行使することができる。ただし、いずれの場合も

新株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株

予約権の数及び権利行使期間等について制限がなされ、ま

たは新株予約権を当社に返還すべきこととなることがあ

る。 

 上記の他、各対象者から当社への新株予約権返還事由、

新株予約権の行使の制限その他に関しては、当社と新株予

約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注） 
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会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成21年７月17日取締役会決議  

（注）組織再編に際して定める契約書または計画書等に再編対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該

再編比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

 ①合併（当社が消滅する場合に限る。） 

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

②吸収分割 

吸収分割をする株式会社がその事業に関して権利義務の全部または一部を継承する株式会社 

③新設分割 

新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤株式移転 

株式移転により設立する株式会社     

  

  

  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）  58

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  87,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,014

新株予約権の行使期間 
平成23年８月１日～ 

平成26年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格    

資本組入額    

1,014

507

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の一部行使はできないこととする。 

 新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分

は認めないものとする。 

 新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を継

承し、行使することができる。また、新株予約権者が当社

役員または従業員の地位を有さなくなった場合にも新株予

約権を行使することができる。ただし、いずれの場合も新

株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株予

約権の数及び権利行使期間等について制限がなされ、また

は新株予約権を当社に返還すべきこととなることがある。

 上記の他、各対象者から当社への新株予約権返還事由、

新株予約権の行使の制限その他に関しては、当社と新株予

約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注） 
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  該当事項はありません。  

  

   

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

  

②【自己株式等】 

（注）株主名簿上、当社名義となっており、実質的に所有していない株式はありません。  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
 －  10,140,300  －  1,193,814  －  1,156,268

（５）【大株主の状況】

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

 区分  株式数（株） 議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  － －   － 

 議決権制限株式（自己株式等）  － －   － 

 議決権制限株式（その他）  － －   － 

 完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式        26,100
－   － 

 完全議決権株式（その他）  普通株式     10,097,900  100,979   － 

 単元未満株式  普通株式      16,300 －   － 

 発行済株式総数  10,140,300 －   － 

 総株主の議決権  －  100,979  － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称  所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

高千穂交易株式会社 
東京都新宿区四谷 

1－2－8 
   26,100  －    26,100    0.25

 計  －    26,100  －    26,100    0.25
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

   

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,026  971  970  1,003  1,020  1,030  995  958  977

最低（円）  950  933  933  950  975  984  933  901  920

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,442,734 4,769,144

受取手形及び売掛金 ※2  5,046,354 5,960,232

有価証券 660,416 130,156

商品及び製品 3,379,533 3,792,140

その他 310,814 407,954

貸倒引当金 △9,487 △7,243

流動資産合計 14,830,364 15,052,384

固定資産   

有形固定資産 ※1  616,105 ※1  646,400

無形固定資産 51,272 59,420

投資その他の資産   

投資有価証券 626,246 678,024

その他 888,658 943,938

貸倒引当金 △18,698 △3,349

投資その他の資産合計 1,496,206 1,618,613

固定資産合計 2,163,583 2,324,434

資産合計 16,993,948 17,376,819

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  2,048,785 2,050,942

未払法人税等 16,202 68,658

賞与引当金 136,311 282,362

役員賞与引当金 11,316 4,800

その他 515,044 556,401

流動負債合計 2,727,659 2,963,164

固定負債   

退職給付引当金 728,280 713,526

役員退職慰労引当金 7,778 10,853

その他 194,780 195,036

固定負債合計 930,838 919,416

負債合計 3,658,498 3,882,580

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,193,814 1,193,814

資本剰余金 1,156,397 1,156,385

利益剰余金 10,955,820 11,192,645

自己株式 △18,404 △18,199

株主資本合計 13,287,628 13,524,645

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 60,208 △12,790

為替換算調整勘定 △50,981 △49,083

評価・換算差額等合計 9,226 △61,874

新株予約権 38,594 31,467

純資産合計 13,335,449 13,494,238

負債純資産合計 16,993,948 17,376,819
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高   

商品売上高 20,226,035 11,433,504

技術収入 1,551,701 1,309,735

売上高 21,777,736 12,743,240

売上原価   

商品売上原価 16,248,188 8,667,561

技術収入原価 1,271,259 973,713

売上原価 17,519,447 9,641,274

売上総利益 4,258,289 3,101,965

販売費及び一般管理費 ※  3,723,720 ※  3,019,536

営業利益 534,568 82,428

営業外収益   

受取利息 5,977 4,721

受取配当金 15,625 10,909

為替差益 144,503 13,118

その他 11,971 9,423

営業外収益合計 178,077 38,173

営業外費用   

支払利息 1,161 1,031

創立費償却 3,747 －

支払手数料 － 911

その他 6,099 154

営業外費用合計 11,007 2,097

経常利益 701,638 118,504

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3,040 －

移転補償金 2,748 －

特別利益合計 5,788 －

特別損失   

固定資産除却損 2,789 1,732

投資有価証券売却損 － 1,833

投資有価証券評価損 128,050 8,829

事務所移転費用 － 4,738

特別損失合計 130,839 17,132

税金等調整前四半期純利益 576,586 101,371

法人税、住民税及び事業税 203,813 29,537

法人税等調整額 54,477 45,688

法人税等合計 258,291 75,225

四半期純利益 318,295 26,145
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高   

商品売上高 5,506,638 3,704,415

技術収入 507,387 428,071

売上高 6,014,026 4,132,487

売上原価   

商品売上原価 4,394,744 2,800,185

技術収入原価 426,515 308,802

売上原価 4,821,259 3,108,987

売上総利益 1,192,766 1,023,500

販売費及び一般管理費 ※  1,179,182 ※  986,866

営業利益 13,584 36,633

営業外収益   

受取利息 1,552 1,699

受取配当金 6,042 4,409

為替差益 62,737 13,118

その他 2,510 406

営業外収益合計 72,843 19,634

営業外費用   

支払利息 444 319

為替差損 － △19,191

創立費償却 9 －

その他 194 300

営業外費用合計 648 △18,572

経常利益 85,779 74,839

特別利益   

貸倒引当金戻入額 △289 △2,492

特別利益合計 △289 △2,492

特別損失   

固定資産除却損 △3 57

投資有価証券評価損 13,252 －

特別損失合計 13,249 57

税金等調整前四半期純利益 72,240 72,289

法人税、住民税及び事業税 △44,462 9,804

法人税等調整額 84,185 27,381

法人税等合計 39,723 37,186

四半期純利益 32,517 35,103
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 576,586 101,371

減価償却費 71,918 57,442

商品廃棄損 39,225 －

投資有価証券評価損益（△は益） 128,050 8,829

受取利息及び受取配当金 △21,603 △15,631

支払利息 1,161 1,031

賞与引当金の増減額（△は減少） △202,599 △146,050

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47,558 17,593

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24,536 11,679

売上債権の増減額（△は増加） 963,564 919,121

たな卸資産の増減額（△は増加） △564,231 412,469

仕入債務の増減額（△は減少） △684,318 △46

その他 197,261 53,588

小計 481,992 1,421,398

利息及び配当金の受取額 23,126 14,465

利息の支払額 △1,075 △855

法人税等の支払額 △490,817 △154,233

法人税等の還付額 － 49,217

その他の収入 6,010 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,236 1,329,992

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △1,000,000

有形固定資産の取得による支出 △21,631 △17,003

有価証券の償還による収入 100,000 130,000

投資有価証券の取得による支出 △76,509 △391

無形固定資産の取得による支出 △14,398 △4,010

その他 2,027 2,167

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,511 △889,238

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △277 △239

配当金の支払額 △283,330 △263,560

その他 △1,676 △1,975

財務活動によるキャッシュ・フロー △285,284 △265,775

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44,330 △1,389

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △320,888 173,589

現金及び現金同等物の期首残高 3,275,069 4,769,144

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,954,180 4,942,734
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当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。  

   

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項の変更  該当事項はありません。  

３．会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間

より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四

半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。 

 なお、工事進行基準に該当する工事がない為、これによる損益に与える

影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

  前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、営

業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第

３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払手数料」は 千円であります。  1,674

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算出する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。  

540,010 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

515,166

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の処理 

四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日を

もって決済処理をしております。当第３四半期連結会

計期間末日は、金融機関の休日であったため四半期連

結会計期間末日満期手形が以下の科目に含まれており

ます。 

─────────────── 

受取手形 千円90,101

支払手形 千円42,896

  

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与・手当 千円1,166,654

賞与引当金繰入額  136,925

役員賞与引当金繰入額  15,422

退職給付費用  99,842

役員退職慰労引当金繰入額  2,280

賃借料  418,446

給与・手当 千円1,062,833

賞与引当金繰入額  116,303

役員賞与引当金繰入額  11,316

退職給付費用  151,401

役員退職慰労引当金繰入額  1,519

賃借料  371,803

貸倒引当金繰入額  19,646

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与・手当 千円480,050

賞与引当金繰入額  136,925

役員賞与引当金繰入額  32

退職給付費用  32,045

役員退職慰労引当金繰入額  660

賃借料  140,000

給与・手当 千円420,377

賞与引当金繰入額  116,303

役員賞与引当金繰入額  2,876

退職給付費用  54,787

役員退職慰労引当金繰入額  317

賃借料  117,849

貸倒引当金繰入額  17,659
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式     株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高   提出会社  千円  

  

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

   

  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 １．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係     

  現金及び現金同等物の四半期末残高（ 千

円）と現金及び預金勘定は、一致しております。  

2,954,180

 １．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係     

  

現金及び預金勘定 千円 5,442,734

有価証券勘定に含まれる譲渡性預

金  
千円 500,000

預入期間が３か月を超える定期預

金 
千円 △1,000,000

現金及び現金同等物 千円 4,942,734

（株主資本等関係）

10,140,300

26,164

38,594

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  141,600  14 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金

平成21年11月６日 

取締役会 
普通株式  121,370  12 平成21年９月30日 平成21年12月４日 利益剰余金
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム機器事業……………商品監視システム、映像監視システム、入退室管理システム、ＷＡＮ関連

機器、ネットワークセキュリティ関連、メールインサーティング・システ

ム、インクジェットイメージング・システム及び封入封緘運用総合管理シ

ステム、ＲＦＩＤ図書館システム、ソフトウェア 

(2) デバイス事業…………………リニアＩＣ、ロジックＩＣ、メモリーＩＣ、パワーＩＣ等の汎用ＩＣ、通

信用ＩＣ、インターフェイス用ＩＣ、ＡＳＩＣ、光通信用コンポーネン

ト、スライドレール、ガススプリング、昇降システム等の安全・省力化機

構部品 

(3) カストマ・サービス事業……システム機器事業商品類に関する据付及び保守、システム設計、システム

運用受託等サービス 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム機器事業……………商品監視システム、映像監視システム、入退室管理システム、企業ネット

ワーク機器、ネットワークセキュリティ関連、メールインサーティング・

システム、インクジェットイメージング・システム及び封入封緘運用総合

管理システム、ＲＦＩＤ図書館システム、スクールセキュリティシステ

ム、ソフトウェア 

(2) デバイス事業…………………リニアＩＣ、ロジックＩＣ、メモリーＩＣ、パワーＩＣ等の汎用ＩＣ、通

信用ＩＣ、インターフェイス用ＩＣ、スライドレール、ガススプリング、

昇降システム等の安全・省力化機構部品 

(3) カストマ・サービス事業……システム機器事業商品類に関する据付及び保守、システム設計、システム

運用受託、ネットワーク不正侵入予知等サービス 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
システム機器
事業 

（千円） 

デバイス事業
（千円） 

カストマ・サ
ービス事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 1,572,034  3,892,391  549,600  6,014,026  －  6,014,026

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  1,572,034  3,892,391  549,600  6,014,026  －  6,014,026

営業利益又は営業損失  △1,049  96,139  51,768  146,857  △133,273  13,584

  
システム機器
事業 

（千円） 

デバイス事業
（千円） 

カストマ・サ
ービス事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 1,027,061  2,669,775  435,650  4,132,487  －  4,132,487

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  1,027,061  2,669,775  435,650  4,132,487  －  4,132,487

営業利益又は営業損失  △23,077  140,081  68,124  185,127  △148,494  36,633
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前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム機器事業……………商品監視システム、映像監視システム、入退室管理システム、ＷＡＮ関連

機器、ネットワークセキュリティ関連、メールインサーティング・システ

ム、インクジェットイメージング・システム及び封入封緘運用総合管理シ

ステム、ＲＦＩＤ図書館システム、ソフトウェア 

(2) デバイス事業…………………リニアＩＣ、ロジックＩＣ、メモリーＩＣ、パワーＩＣ等の汎用ＩＣ、通

信用ＩＣ、インターフェイス用ＩＣ、ＡＳＩＣ、光通信用コンポーネン

ト、スライドレール、ガススプリング、昇降システム等の安全・省力化機

構部品 

(3) カストマ・サービス事業……システム機器事業商品類に関する据付及び保守、システム設計、システム

運用受託等サービス 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム機器事業……………商品監視システム、映像監視システム、入退室管理システム、企業ネット

ワーク機器、ネットワークセキュリティ関連、メールインサーティング・

システム、インクジェットイメージング・システム及び封入封緘運用総合

管理システム、ＲＦＩＤ図書館システム、スクールセキュリティシステ

ム、ソフトウェア 

(2) デバイス事業…………………リニアＩＣ、ロジックＩＣ、メモリーＩＣ、パワーＩＣ等の汎用ＩＣ、通

信用ＩＣ、インターフェイス用ＩＣ、スライドレール、ガススプリング、

昇降システム等の安全・省力化機構部品 

(3) カストマ・サービス事業……システム機器事業商品類に関する据付及び保守、システム設計、システム

運用受託、ネットワーク不正侵入予知等サービス 

  

  
システム機器
事業 

（千円） 

デバイス事業
（千円） 

カストマ・サ
ービス事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 5,590,648  14,503,490  1,683,596  21,777,736  －  21,777,736

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  5,590,648  14,503,490  1,683,596  21,777,736  －  21,777,736

営業利益  256,783  589,195  188,074  1,034,053  △499,484  534,568

  
システム機器
事業 

（千円） 

デバイス事業
（千円） 

カストマ・サ
ービス事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 3,379,338  8,004,212  1,359,688  12,743,240  －  12,743,240

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  3,379,338  8,004,212  1,359,688  12,743,240  －  12,743,240

営業利益又は営業損失  △70,322  393,676  223,828  547,182  △464,754  82,428
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国  

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  5,237,971  776,054  6,014,026  －  6,014,026

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  5,237,971  776,054  6,014,026  －  6,014,026

営業利益  143,932  2,925  146,857  △133,273  13,584

  
日本

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,840,669  291,818  4,132,487  －  4,132,487

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  3,840,669  291,818  4,132,487  －  4,132,487

営業利益  184,965  162  185,127  △148,494  36,633

  
日本

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  18,215,956  3,561,779  21,777,736  －  21,777,736

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  18,215,956  3,561,779  21,777,736  －  21,777,736

営業利益  1,020,174  13,878  1,034,053  △499,484  534,568

  
日本

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  11,738,091  1,005,148  12,743,240  －  12,743,240

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  11,738,091  1,005,148  12,743,240  －  12,743,240

営業利益又は営業損失  554,363  △7,180  547,182  △464,754  82,428
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

   

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べて著しい変動がありま

せん。   

   

  

該当事項はありません。   

  

  

  四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。   

    

  

【海外売上高】

  アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  891,330  6,662  897,993

Ⅱ 連結売上高（千円）      6,014,026

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  14.8  0.1  14.9

  アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  425,226  49,547  474,774

Ⅱ 連結売上高（千円）      4,132,487

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  10.3  1.2  11.5

  アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  3,967,118  25,783  3,992,901

Ⅱ 連結売上高（千円）      21,777,736

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  18.2  0.1  18.3

  アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,354,306  122,299  1,476,606

Ⅱ 連結売上高（千円）      12,743,240

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  10.6  1.0  11.6

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,314.68円 １株当たり純資産額 1,331.06円

  
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末
（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  13,335,449  13,494,238

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  38,594  31,467

（うち新株予約権）  (38,594)  (31,467)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（千円） 
 13,296,854  13,462,771

１株当たりの純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株） 
 10,114,136  10,114,334

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 31.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
31.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。  

１株当たり四半期純利益金額 2.59円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

(1)１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  318,295  26,145

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  318,295  26,145

期中平均株式数（株）  10,112,944  10,114,262

      

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

普通株式増加数（株）  3,663  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ 

  

－ 
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（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

  

  

該当事項はありません。  

   

  

  

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結

会計年度末に比べて著しい変動がありません。 

  

  

  

   

平成21年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………121,370千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………12円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月４日 

 （注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 

至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 3.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
3.22円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 3.47円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

(1)１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  32,517  35,103

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  32,517  35,103

期中平均株式数（株）  10,112,917  10,114,168

      

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

普通株式増加数（株）  683  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ 

  

－ 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月12日

高千穂交易株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士小 倉 邦 路  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士千 葉 通 子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高千穂交易株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高千穂交易株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

    

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月10日

高千穂交易株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士小 倉 邦 路  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士千 葉 通 子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高千穂交易株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高千穂交易株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

    

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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